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　2007 年に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第 4 次評価報告書が示
した温室効果ガス緩和策の一つに、車から公共交通へのモーダルシフト（輸送手段の転換）
が挙げられており、車に過度に依存したライフスタイルや行動パターンの変革を後押し
する政策が不可欠と述べられている。また、1996 年に OECD が定義した“環境的に持続




　最近、国内外でよく見かけるようになってきた LRT（Light Rail Transit）と呼ばれる
路面電車や BRT（Bus Rapid Transit）と呼ばれる車両連結型のバスは、このような社会
的要請に応えるべく登場してきたものである。新交通システムに迫る速度と、モノレー
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持続可能な交通システムへのモーダルシフト－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
図表 1　人の移動活動







































出典：参考文献 3)（原典：国連（UN）2001、WBCSD Mobility 2001）










2000 年　  2010 年　  2020 年　  2030 年　  2040 年　  2050 年 













OECD 北欧　　　　　　　　　 1.2%                     1.1%
合計　　　　　　　　　　　　1.6%　　　　　　　1.7%
ミニバス　　　　　　　　　　0.1%　　　　　　　0.1%





2000 年～ 2030 年　2000 年～ 2050 年 
平均年間増加率 ( 兆（1012）旅客 Km/ 年）
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出典：参考文献 3)（原典：国連（UN）2001、WBCSD Mobility 
　　　2001）
࿑⴫㪉 ࿑⴫㪊












































公共交通機関                                      5.2%           13.5%           28.7% 
鉄道                                                   n.a.               3.1%           15.6%
バス                                                   n.a.               2.2%            3.0%
タクシー                                             n.a.               n.a.              2.9%
航空機                                                n.a.               2.0%            2.7%
高速道路                                             n.a.               n.a.              4.1%
その他                                                n.a.               6.0%            0.4%
自家用輸送手段                                   94.7%          86.5%           71.3%
車両の購入                                       46.9%            36.9%           22.7%
      自動車の購入                                   46.3%           34.7%          21.2%
       2 輪車 / その他の購入                        0.6%             2.2％           1.5%
車両の運転および維持                       47.9%            49.6%           48.6%
      ガソリン/モーターオイル                     16.8%           24.5%          16.6%
      維持 / 修理 / 部品                               8.7%            9.6%            8.3%
      駐車                                                   n.a.               n.a.           7.1%
      保険                                                10.7%           12.7%         11.5%
      その他                                            11.7%             2.8%           5.0%
n.a. ＝出所よりデータが示されていない。「その他」に含まれていると考えられる。
2000 年     2010 年    2020 年    2030 年    2040 年    2050 年 





























出典：参考文献 3)（原典： Japan Family Income and Expenditure Survey, UK 
　　　DfT 2003, US BLS 2003.）
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｢ まち ｣ の問題と対策


































よって、人々が徒歩で ｢ まち ｣ の
中を移動できることを前提とした




中して ｢ まち ｣ を形成する“一箇
所集中型”と、複数の小さな ｢ ま





































コンパクトな ｢ まち｣ の姿を策定し、
市民・企業・行政が協働で取り組む
実行計画を作り上げた。この計画の

















図表 8　日本（富山市）で導入されている LRT（左）および欧州（オランダ、Eindhoven 地域）で導入されている BRT（右）
出典：参考文献 9）











170 ～ 300 億円、新交通システム




なかった。最近の LRTと BRT は、
評定速度では新交通システムに迫
る速度、整備コストではモノレール














































































































































LRT と BRT を駆動するための動
力源は、電動モーターとエンジン
の 2 種類である。電動モーター
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れる。2007 年 12 月、フランス
のニース郡で、電池を搭載した
























c Copyright ALSTOM 2008
Temperature-controlled
battery casing




図表 15　ニッケル水素電池搭載 LRT の実証試験 ( 川崎重工業 (株) 社製）
パンタグラフからの急速充電試験（接触式）



















定員 62 人（座席定員 28 人を含む）
運転最高速度 40km/h
設計最高速度 50km/h







定員 44 人（座席定員 20 人）







主電動機 3 相誘導電動機　定格出力 60kw × 4 台
主電動機制御 VVVF インバーター　150kVA × 2 群
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際に、欧州の都市では、人 で々混雑














ともに、｢ まち ｣ 中心部の再活性
化がある。これら解決のためには
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資 料（2000 年 10 月 ）：http://www.
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pdf
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